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１ ．ICT ビジネス鳥瞰 
　　（ICT: Information & Communication Technology）
　はじめに液晶事業が参画している ICT ビジネス鳥瞰に
ついて説明します。
　液晶事業が身を置いている ICT ビジネスは年々規模を
拡大しています。
　現況は、研究開発で100万枚の Wafer が使われていると
すると、100億円規模の Business use があり、１兆円規模
の生活製品が生まれます。
　皆さんご存知のとうり、その中で液晶パネルは TV、
PC、携帯電話、モバイル関連で代表的に使われています。
　また、近い将来これら製品群が双方向でつながり、使わ
れ、ユビキタス社会になることが予想されており、液晶の
ビジネス環境はますます拡大していく事になります。
２ ．世界のマーケット状況
　まずパネルの需給状況を説明します。
　2005年から2015年までの需給バランスを見ると、毎年増
減を繰り返していたものが2009年 Q 1 に突如供給過多に陥
り投資が激減しました。
　これは世界の TV のデジタル化による需要拡大が2007年
から始まりパネルメーカーが大増産した結果です。
　その後はスマートフォン、タブレットでのパネル需要が
高まり2012年 Q 2 までは20％以内の供給過多で収まってき
ています。
　そして2012年 Q 3 から供給不足になると予想される中、
中国での投資が活発になりパネル供給は多量に増えます
が、需給バランスは概ねマイナス基調で、中国産パネルの
大幅シェアアップが見込まれます。
　パネルマーケットは、今後５，６年はスマートフォン、
タブレット需要に支えられ毎年10％前後伸びていき、2013
年の145㎢から2019年216㎢になると予想されています。
　パネルマーケットの詳細を見ると、今後伸びていくのは
スマートフォンとタブレットで、PC モニター、携帯電
話、ノート PC、TV は横ばいか若干下降していきます。
そしてこれまでダントツに販売金額の大きい TV をスマー
トフォンが2017年には追い越していき、タブレットも2019
年には TV と同等ぐらいまで伸びる予想となっています。
　急速に拡大するスマートフォン市場の技術トレンドは現
在の Full HD/400～800ppi から2015年には WQXGA/～
650ppi に移行していきます。
　同じようにタブレットについては WQXGA/～300ppi か
ら4K2K/400ppi に移行していきます。
３ ．中国のマーケット状況
　まず各国のパネル工場の投資動向を見ます。
　2013年 Q 2 以降大型投資が計画されている工場は、日本
×１、韓国×２、台湾×２、中国×７です。圧倒的に中国
での投資が大きく2015年以降に大量パネル供給国となりま
す。
　これは以前説明したパネルの需給バランスの需要時期と
合致しています。更に韓国、台湾の大手も投資は中国工場
がメインとなってきます。（P12）
　次に LCD TV のマーケットを見てみると2015年に Dis-
play 全体の99％を占め、その中で中国製パネルも20％以
上のシェアを獲得してくることが伺えます。
　中国の TV 需要予測は人口13億人で１家族に１台必要と
すると４億３千３百万台販売できる可能性が有り、現在の
GDP の伸びを考えると Display Search の予測を超えて大
きくなる可能性が有ります。
４ ．中国政府の政策
　中国政府において ICT ビジネスの推進者は、Top ７名
のうち習近平総書記始め李克強首相、愈正声常務委員など
の方々で、中央政治局の25人の中では郭金竜局員、韓正局
員（上海市書記）が力強く推進している。（P17）
　FPD ビジネスにおいても日本、台湾、韓国からとても
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強い意志で技術導入を進め、最先端技術を習得しようと活
動している。特に上流から下流までのサプライチェーンに
ついては意識して構築している最中である。
　政府としての最先端技術の育成については、新一代信息
技術業規定の２にてパネル産業に対し定めている。
　パネル産業発展規則によると、2012年に FPD 産業にお
いて知的財産権を獲得できる技術革新を育成すると規定し
た。市場規模は、前年比20％拡大したなかで、中国はその
うち５％を獲得した。
　電子情報製造産業“十二五”発展規則によると、2015年
までにプロセス、材料含め Industry Chain を構築すると
規定した。
　“十二五”国家戦略新産業発展規則によると、2015年ま
でに装置の国産化を80％に引き上げる、また、必要な材料
や装置について自国供給を進めていくことになっている。
この政府方針のもと各有力地方政府（広東省、江蘇省、安
徽省、四川省、福建省、重慶市、上海市）により装置会社
の育成を実行中である。
　財政部通知として、2012年４月１日より32インチ以上の
パネルにおいてバックライト以外の製造品の無税を廃止し
た。
また別の通知により、2012年～2015年、LCD、PDP、
OLED の輸入パネルについての材料や消耗品については、
17％の付加価値税（Vat）を払うことになった。つまり自
国での生産を今後保護し、自国内パネル工場を内外のメー
カーによらず振興させていくことを目的としている。
　第12次５ヶ年計画によると、大学、研究所から技術革新
を創造していくためのメカニズムを作ることを規定してい
る。
　2010年～2020年の中長期人材開発計画によると、必要な
外国人科学技術者とその家族について、永住権の獲得又は
２～５年更新で居住権ビザが得られる。
　該当する中国人技術者については何処にでも居住する権
利が与えられる。
　中国中央金庫から補助金が100万元まで支給される。
　該当者とその家族については各種保険が適用される優遇
制度が有る。その中には住居、医療、傷害保険が含まれ
る。
　家も１件は居住期間の制限もなく購入できる。
　５年間は所得税も免除される。
　中長期で中国に貢献した技術者はこれらのインセティブ
の他に、所属会社の持ち株も与えられる。
　例えば合肥政府の第12次５ヶ年計画で FPD 産業につい
て説明すると、TV の現地生産が域内需要に対応できるこ
と。
　60％以上の国内シェアを目指すこと。
　G 4.5, G 5, G 8, G10, LCD パネルを生産すること。
　国産装置を60％以上使用すること。
　２社以上で2015年に500万元の売上げを達成すること。
　BOE の投資計画では、G 6（1 line）、G 8.5（2 line） 生
産能力90K/ 月達成すること。
　G10工場を建て始める事。
　このパネル産業育成に関連する法律は11種類で定められ
ている。
・産業結果指導目録
・輸入技術産品目録
・重点最先端技術指南
・国家十二五科学技術発展規則
・十二五産業新規則
・工業５年企画
・十二五国家戦略新産業発展規則
・電子情報産業調整信仰規則
・FPD 産業発展規則
・財政部通知
・財政部国家通関規則
５ ．東京エレクトロン（TEL）の中国戦略
　TEL は中国においても差別化技術により長期間高い競
争力を保ってきました。しかしながら、昨今は厳しい円高
の影響もあり、コスト競争力を失ってきたことも事実で
す。その状況の中で中国内に工場設立のチャンスを伺い、
2010年に昆山で FPD エッチング装置生産工場の立ち上げ
を決断しました。まずは客先からのリクエストの強い電極
の修理から始め、2013年夏には新規装置出荷予定まで進め
てきました。これからもこの中国工場を拠点とし、お客様
サポートを充実させ、技術、コストの両面で差別化を果た
して高いシェアを維持していく所存です。
　2012年１月竣工（写真）、2013年３月電極修理品の出荷
開始。ここは中国のグループ会社の本社がある上海に近
く、またお客様への出荷にも大変便利な位置にあります。
　また日本のマザー工場である東京エレクトロン山梨、東
京エレクトロン九州とも密接につながる IT インフラが完
備されている。
東京エレクトロン山梨：山梨県韮崎市にあり、FPD エッ
チング装置の他、半導体成膜装置などの開発・製造をして
いる。
東京エレクトロン九州：熊本県合志市にあり、FPD 塗布
現像装置の他、半導体塗布現像装置、洗浄装置などの開
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発・製造をしている。
　現在のパネルには以下の技術進歩が要求されています。
・高解像度
・高輝度
・高移動度
・高角度視野
・低省電力
・薄型
・簡単オペレーション
・Flexible Display → OLED Panel
・Firm/Hard Display → LCD Panel
　東京エレクトロンは1992年に G 1（300×400）からエッ
チング装置、塗布現像装置の販売を始め、2002年までに
G 4（680×880）までの装置を開発・販売をしました。そ
の後急激にサイズアップが進み、2003年 G 6（1500×
1800）、2004 年 G 7（1950 × 2250）、2006 年（2160 ×
2400）、2009年（2880×3130）ときましたが、今のところ
G11（3000×3320）の工場は実現していません。
　このような状況の中、東京エレクトロンは、発売開始か
ら合計1,300台以上の装置販売実績があります。
５ ．まとめ
・ 今後中国は FPD 産業において主要投資地域になってい
く。
・ また投資環境も次第に整えられていく。
・ その中で東京エレクトロンはこれまでの納入実績を背景
に、中国に投資しビジネス規模を拡大していきます。
・ そのため昆山工場を2012年に設立し、中国のお客様によ
り密着したサポートを実施していきます。
・ 更に今後は、大型パネルの OLED 市場向けに Ink Jet 技
術により、常に先端技術を客様に提供しサポートしてい
く所存です。
設立会社は東電光電半導体設備（昆山）有限公司（352,000㎡）
（昆山経済技術開発区光電産業園区内）
